
～　申告書及び明細書の記入のしかた　～

１． 償却資産申告書　（償却資産課税台帳）　＜　１～18 及び 取得価額欄は必須　＞ 15 資産の所在地

1 所有者の住所 住所、電話番号を記載してください。

2 所有者の氏名

（押印） 16 借用資産

17 事業所用家屋

の所有区分

3 個人番号 18 備考 次のような事項を記入してください。

又は法人番号 （添付書類等）

4 事業種目 事業の種目などを具体的に記入してください。

5 事業開始年月 ②償却資産の増減の 有無

6 この申告に

応答する者の

係及び氏名

7 税理士等の氏名 経理を委託している税理士などの氏名、電話番号を記入してください。

8 短縮耐用年数の

承認

9 増加償却の届出

10 非課税該当資産

11 課税標準の特例

12 特別償却又は

圧縮記帳

13 税務会計上の  計 　　　　　　　　  (ニ)

償却方法  （イ）－（ロ）＋（ハ）

14 青色申告 青色申告の有無について該当する方を○で囲んでください。

法人税法施行令第６０条又は所得税法施行令第１３３条の規定により税務署
長に増加償却の届出を行っている資産の有無について該当する方を○で囲
んでください。
（『有』に該当する場合は、『届出書』の写しを添付してください。）

⑤非課税、課税標準の特例に該当する資産を所有している場合はその適用
条項及び特例率、適用期間。

この申告について、お尋ねする場合がありますので、応答いただける方
（申告書作成者等）の氏名、電話番号を記入してください。

 前年中に　　　　　（ハ）
 取得したもの 前年中に増加（新品取得・中古品取得・移動による受け入れ）したもの、

及び前年前に申告漏れになっていたものの取得価額を記入してください。
今年、初めて申告される方は全資産の取得価格を記入してください。

非課税に該当する資産の有無について該当する方を○で囲んでください。
なお、非課税に該当する資産については申告をする必要はありませんが、
別途書類を提出していただく場合があります。

課税標準の特例に該当する資産の有無について該当する方を○で囲んで
ください。（別途書類を提出していただく場合があります。）

特別償却又は圧縮記帳の有無について該当する方を○で囲んでください。
なお、償却資産の評価については特別償却又は圧縮記帳は認められており
ません。

④前年中に所有者の住所、氏名、又は名称などの異動があった場合はその
異動年月日と、変更内容

欄 記　　入　　の　　し　　か　　た

 評価額　　　　　　　(ホ)
 決定価格　　　　　 (ヘ)
 課税標準額　　　　(ト)

記入の必要はありません。
ただし、電算処理により全資産申告を行う場合は、記入してください。

1月1日現在の全資産の取得価額を記入してください。

前年までに申告された資産の合計です。
前年度償却資産課税台帳登録者は、（イ）欄に種類別合計額を打ち出してい
ます。今年、初めて申告される方は「０」になります。

⑥償却資産が災害その他の事故により著しく損傷したことその他これに類する
特別の事由があり、かつ、その価額が著しく低下した場合には、その価額の低
下の程度

⑦その他、この申告に必要な事項及び償却資産の評価について参考となるべ
き事項

　取　得　価　額

 前年前に　　　　　（イ）
 取得したもの

 前年中に　　　　　（ロ）
 減少したもの

前年中に減少（売却・滅失・移動）したものの取得価額を記入してください。
今年、初めて申告される方は記入しないでください。

該当する方を○で囲んでください。

該当する方を○で囲んでください。

該当する方を○で囲んでください。
借用資産がある場合は貸主の名称などを記入してください。

法人税法施行令第５７条第１項又は所得税法施行令第１３０条第１項の規定
により、国税局長の承認を受け、耐用年数の短縮を行っている資産の有無に
ついて該当する方を○で囲んでください。
（『有』に該当する場合は、『承認通知書』の写しを添付してください。）

欄 記　　入　　の　　し　　か　　た

個人の場合は事業を開始した年月、法人の場合は設立年月を記入してくださ
い。

氏名を正確に記入し、ふりがなを付してください。法人の場合は
代表者名を記入してください。
また、個人の場合は屋号、法人の場合は営業所名等を記入してください。
前年度登録のある方には、所有者の住所、氏名などの電算打ち出しをしてい
ます。異動のある場合は訂正をしてください。

井原市内の資産の所在地を記入してください。
２以上の事業所等資産の所在地がある場合は、それぞれの所在地と事業所
名（アパート経営にあってはアパート名）を記入してください。
なお、事業所が１か所だけの場合で、その所在地が住所地と同一の場合は記
入の必要はありません。

①「耐用年数省令の改正による耐用年数の変更」や「適用年数誤りによる耐用
年数の修正」がある場合は、その旨を記入

③「短縮耐用年数承認書の写」、「増加償却の届出書の写」などの添付した書
類の名称

平成28年分の申告書から新設されました。
申告者の法人番号又は個人番号（マイナンバー）を記載してください。
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１
２

令和 ○ 1 5

井原市井原町３１１番地１

０８６６－６２－９５６３

いばら よしお
井原 芳男

井原ジーンズ物産市場
井原デニム産直市場

小売業（物産品の販売）

昭和 47 12
経理課 井原星子

0866-62-9563
経理課 井原星子

0866-62-9563

井原町311-1 本店

芳井町吉井253-1 芳井店

美星町三山1055 美星店

０００００００００１

訂正・変更が

ある場合は、

横線で消して

書き直してく

ださい。

作成日を記入

してください。

それぞれの内容を
記入してください。

該当するもの
を○で囲んで
ください。

非課税資産や
課税標準の特
例措置に該当
する方は、適
用法令等を備
考欄へ記入し
てください。

市内の事業所等資産の所在地

を記入してください

・店舗などを開店した場合は、

その所在地

・アパートや駐車場などの場

合は、その所在地と名称

・事業用太陽光発電設備の設

置事業者は、その設置場所

昨年までに申告され
た資産の合計を記
入してください

初めて申告される
方は記入の必要は
ありません

前年中に減少し
た取得価額計を、
資産の種類ごと
に記入してくださ
い

初めて申告される
方は記入の必要

前年中に増加し
た取得価額計を、
資産の種類ごと
に記入してくださ
い

１月１日現在の全資
産の取得価額を記
入してください
(イ)－(ロ)＋(ハ)

「資産の増減なし」
の場合は、(イ)と同
じ金額を記入してく
ださい

記入する必要はありません。

電算処理により申告書を作成される場合は
記入してください。

7123456789012

< 3 個人番号（マイナンバー）又は法人番号> 
個人の方は 12 桁の個人番号を、法人にあっては 13 桁の法人番号を
右詰めで記載してください。
償却資産を共有されている方は、記載不要です。

必要事項を記入してください。

・償却資産の増減 （増減なし・増加あり・減少あり・該当資産なし）

・添付した書類の名称

・所有者の氏名又は名称が変わった場合の旧名称、変更日

・支店の開設や移転、廃業の内容

【例】令和○年8月○日、支店オープンに併せて名称変更

【例】令和○年12月○日をもって事業所を閉鎖し全資産を処分

借用資産がある場合は
貸主を記入してください

前年度以前に申告をされた方（資産内容が印字されている場合）の

償却資産種類別明細書の記入方法

◆◆◆◆ 申告書記載例（継続事業者用）◆◆◆◆

申告年度



２．　種類別明細書　 摘　　　要 ①課税標準の特例がある資産については、必ずその適用条項

欄 【該当者のみ必須】 （例：法第３４９条の３第１項）及び割合（例：２/３）

所有者名　 　　【必須】 氏名又は名称を記入してください。 ②割賦販売資産などの地方税法第３４２条第３項の規定の適用がある

所有者コード 記入の必要はありません。 資産については、その旨の表示と売主の名称等

※当該資産について、 ③短縮耐用年数を適用している資産についてはその旨の表示

行　番　号 順番に記入してください。 必要事項を記入して ④増加償却を行っている資産についてはその旨の表示

資産の種類　　 【必須】 資産の種類は１種～６種までを記入してください。 ください。 ⑤資産増加の事由、「新品取得」、「中古品取得」「移動」など

（２ページを参照） ⑥資産減少の事由、「売却」、「滅失」「移動」など

減少の区分「全部」「一部」など

　『１　構築物』、『２　機械及び装置』、『３　船舶』、『４　航空機』、 異動先の市町村等、売却した場合は売却先など

　『５　車両及び運搬具』、『６　工具・器具及び備品』 ⑦その他、当該資産における価格の決定など必要な事項

資産コード 記入の必要はありません。

資産の名称等　【必須】

数　　量　　　　　【必須】 資産の数量を記入してください。

取得年月　　　　【必須】 資産を取得した年月を記入してください。

年号は、『昭和』、『平成』、『令和』としてください。

取得価額　　　　【必須】

耐用年数　　　　【必須】

減価残存率 記入の必要はありません。

※電算処理により全資産申告を行う場合は記入してください。

【参考】６ページ「減価残存率表」

評　価　額 記入の必要はありません。

課税標準額 ※電算処理により全資産申告を行う場合は記入してください。

記　　入　　の　　し　　か　　た

※ただし、所有者コード欄上側“ページ数”の記入をお願いします。

資産の名称・規格等を漢字・かな・数字・アルファベット等で分かりやすく
記入してください。

償却資産を取得するために実際支出した金額又は支出すべき金額
（引取運賃・荷役費・運送保険料・購入手数料・関税・据付費等を含む。）を記
入してください。
また、圧縮記帳を行っている場合には、圧縮額を含めた実際の取得価額を記
入してください。

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に掲げる耐用年数を記入してく
ださい。
中古品について見積耐用年数によっている場合は、その耐用年数を、国税局
長の承認を得て短縮耐用年数によっている場合（承認通知書の写しが必要で
す。）には、その耐用年数を記入してください。

１
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１
４

井原 芳男

記入の
必要は
ありま
せん

（本店）

（本店）

（本店）

（本店）

（本店）

（本店）

０００００００１

１～６の該当する番号を

記入してください。

12

13

14

１

１

６

（芳井店）

（芳井店）

（本店）

（本店）

（芳井店）

フェンス （美星店） 1  令和 ○ 7 330 000 10   新設

駐車場舗装 （美星店） 1  令和 ○ 7 990 000 10 新設

パソコン （美星店） 1  令和 ○ 7 159 800 4 新設

処分

撤去

減少の場合は修

正部分を横線で

消して、摘要欄

へその理由を記

入してください。

数量の減少や耐

用年数の変更も

同様です。

増加の場合は摘

要欄へその取得

理由（新品・中

古・移動）を記

入してください。

12 6 762 373

12 6 762 373

評価額・課税標準額の欄は記入する必要はあり
ません。
電算処理により申告書を作成される場合は記入
してください。

このページの増加・減少した数量と取

得価額の合計を修正記入してください。

取得した「資産の名称」「数量」「取得年月」
「取得価額」「耐用年数」を記入してください。
※耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する
省令」に掲げる耐用年数を記入してください。

続きの番号

を記入して

ください。

令和 ２ 令和○年 １月 １３日

申告年度

前年度以前に申告をされた方（資産内容が印字されている場合）の

償却資産種類別明細書の記入方法

◆◆◆◆ 明細書記載例（継続事業者用）◆◆◆◆

申告年度



申告年度

住所又は納税通知書送達先及び
連絡先を記入してください

氏名（法人の場合は名称及び代表者の
氏名）を記入してください

屋号があれば記入してください

項目を記入してください

必要事項を記入してください。

・償却資産の増減 （増減なし・増加あり・減少あり・該当資産なし）

・添付した書類の名称

・所有者の氏名又は名称が変わった場合の旧名称、変更日

・支店の開設や移転、廃業の内容

【例】令和○年8月○日、支店オープンに併せて名称変更

【例】令和○年12月○日をもって事業所を閉鎖し全資産を処分

市内の事業所等資産の
所在地を記入してください
・店舗などを開店した場合は、その所在地
・アパートや駐車場などの場合は、その所
在地と名称
・事業用太陽光発電設備の設置事業者は、
その設置場所

借用資産がある場合は
貸主を記入してください

所有区分を選択してください

7123456789012

昨年までに申告さ
れた資産の合計を
記入してください

初めて申告される
方は記入の必要
はありません

前年中に減少した
取得価額計を、資
産の種類ごとに記
入してください

初めて申告される
方は記入の必要
はありません

前年中に増加した
取得価額計を、資
産の種類ごとに記
入してください

１月１日現在の全
資産の取得価額を
記入してください
(イ)－(ロ)＋(ハ)

「資産の増減なし」
の場合は、(イ)と同
じ金額を記入してく
ださい

記入する必要はありません。

電算処理により申告書を作成される場合は
記入してください。

井原市長

作成日を記入してください

該当するもの
を○で囲んで
ください

非課税資産や
課税標準の特
例措置に該当
する方は、適
用法令等を備
考欄へ記入し
てください

●●●● 申告書記載例（新規）●●●●
< 3 個人番号（マイナンバー）又は法人番号> 
個人の方は 12 桁の個人番号を、法人にあっては 13 桁の法人番号を
右詰めで記載してください。
償却資産を共有されている方は、記載不要です。

１
５



１～６の該当する番号を

記入してください。

フェンス （美星店） 1  令和 ○ 7 330 000 10   新設

駐車場舗装 （美星店） 1  令和 ○ 7 990 000 10   新設

パソコン （美星店） 1  令和 ○ 7 159 800 4   新設

摘要欄へその取得

理由（新品・中

古・移動）を記入

してください。

３ 1 479 800

３ 1 479 800

評価額・課税標準額の欄は記入する必要は
ありません。
電算処理により申告書を作成される場合は
記入してください。

このページの増加（取得）数量と取得価

額の合計を記入してください。

取得した「資産の名称」「数量」「取得年月」

「取得価額」を記入してください。

記入の
必要は
ありま
せん

１

２

３

１

１

６

番号を順

番に記入

してくだ

さい。

所有者名を記入してください

調べた「耐用年数」を記入してください。

※耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等

に関する省令」に掲げる耐用年数です。

申告年度

●●●● 明細書記載例（新規）●●●●

１
６

申告年度


